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場面緘黙経験者の適応・不適応過程についての研究

○藤間友里亜（筑波大学大学院） 外山美樹（筑波大学）

キーワード：場面緘黙，

問題と目的

場面緘黙経験者は，その症状が消失し，寛解にいたっ

た後にも不適応に陥ることが少なくないと指摘されて

いる（久田・金原・梶・角田・青木，2016）が，これま

で場面緘黙寛解後についての研究はほとんどされてこ

なかった。本研究では，場面緘黙の寛解を「日常生活に

おいて発話が必要とされる場面で話すことが一貫して

できる状態」と定義し，場面緘黙時の経験や現在の状態

にいたるまでの過程についての調査を実施した。それに

よって場面緘黙経験者が適応および不適応にいたる過

程を明らかにすることを目的とした。

方 法

面接前アンケート

場面緘黙を経験した 18 歳以上の者 21 名に対し，年

齢，性別，場面緘黙の基準にあてはまっていたか，現在

は話すことが一貫してできるかを尋ねた。

面接

調査対象者：面接前アンケートの対象者のうち，寛解に

達していなかった 2 名を除いた 19 名（男性 5 名，女性

14 名，平均年齢 33.37±9.93 歳）であった。

調査内容と手続き：面接は Skype 上で行った。主な質問

は，「現在の生活で困っていることはありますか？」，「緘

黙時にどのような経験をしましたか？」，「緘黙経験につ

いてどのように受け止めていますか？」などであった。

結果と考察

M-GTA を用いて分析を行い，21 の概念と 5 つのカテ

ゴリーが生成された。分析の結果作成された場面緘黙経

験者の適応・不適応過程の結果図を Figure 1 に示した。

本研究の調査対象者は全員が寛解後に不適応を経験し

ていた。寛解後不適応には，不安や人見知りといった気

質と場面緘黙症状によって経験した緘黙時のネガティ

ブな経験が影響していた。寛解後不適応から適応にいた

る過程には不適応の改善が存在することが示された。

総合考察

緘黙時に他者から責められることは自責につながっ

ており，その自責は場面緘黙を知ることで解消されてい

た。よって，場面緘黙経験者本人が場面緘黙を知ること

が重要である。また，周囲の人が場面緘黙を理解し，責

めることを少なくすることも重要であると考えられる。

本研究の対象者は，適応にいたっていても発話に対して

苦手意識を持つ者が多かった。このことから，発話の苦

手さによる困難を軽減するためには，発話能力を向上さ

せるだけでなく，発話以外の対処も効果的に用いること

が重要であると考えられる。

本研究より，場面緘黙寛解後にも困難を抱えることが

あるという結果が得られ，寛解後の場面緘黙経験者の困

難を軽減させる方法や適応にいたる過程についての研

究は臨床的に意義があることが示された。
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Figure 1 場面緘黙経験者の適応・不適応過程（結果図）
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子育てをする親の認知行動的タイプの差異が
子どもの適応行動に及ぼす影響

○吉田遥菜（早稲田大学大学院） 野中俊介（東京未来大学）
嶋田洋徳（早稲田大学）
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問題と目的 
従来，子どもの適応行動を増加させるような子

育てをする親の状態像として，育児ストレスの低

い親や望ましい養育行動を遂行できる親などが示

されている（足達他， ）。

一方，そのような親であっても，実際の親子の

相互作用を踏まえると親の関わりが子どもの適応

行動の増加に必ずしも機能しないことが指摘され

ている（久保・岩坂， ）。この背景として，親

側の育児に対する価値観などを示す育児信念（清

水， ）や，養育行動後の子どもの反応の予測

を示す随伴性知覚（野口， ），子どもの行動に

対する認知（中谷・中谷， ）などの要因によ

って，実際には親子の相互作用が機能していない

可能性があると考えられる。

しかしながら，これらの要因がどのような様相

によって親子の相互作用に影響を及ぼすかは必ず

しも明らかにされていない。そこで本研究では，

親の認知行動的特徴のタイプが子どもの適応行動

に及ぼす影響を検討することを目的とした。

方 法 
調査対象者 関東の幼稚園および保育園に在籍す

る 歳から 歳（平均年齢 5.0±0.9 歳）の幼児の

母親 名（平均年齢 36.8±5.6 歳）を分析対象

とした。 
調査材料 機能的養育行動：養育スキル尺度

（立元他， ）を本研究にて一部改変， ）随

伴性知覚：養育スキル尺度（立元他， ）にお

ける養育行動の頻度得点と，子どもの反応得点の

差分値， 育児信念尺度：本研究にて作成， 育

児ストレス反応尺度（日下部・坂野， ），

子どもの行動に対する認知（中谷・中谷， ），

サポート知覚：育児ソーシャルサポート尺度

（原口・手島， ）， 育児エフィカシー尺度

（田坂， ）， 幼児版子どもの社会的行動評

価尺度（立元， ）を用いた。 
倫理的配慮 本研究は早稲田大学「人を対象とす

る研究に関する倫理審査委員会」の承認を得て実

施された（承認番号： ）。 

結果と考察 
親の各認知行動的要因に対して 法による

階層的クラスタ分析を行った。その結果，３つの

解釈可能なクラスタが得られた（ ）。第１

クラスタは，随伴性知覚や育児サポート，エフィ

カシーが高いことから「良好型」（ ），第２

クラスタは，子どもの反応をポジティブに捉える

ことができることから「受容型」（ ），第３

クラスタは，育児ストレスが高く，子どもの反応

をネガティブに捉える傾向にあるため，「消極型」

（ ）と解釈した。また，各クラスタを独立

変数，子どもの適応行動を従属変数とした一要因

分散分析を行ったところ，クラスタの主効果が有

意であり（ ），多重

比較の結果，「良好型」が「受容型」や「消極型」

に比べて，子どもの適応行動を有意に予測するこ

とが示された（ ）。

以上の結果から，子どもの適応行動の増加を考

えると，親の状態像として子どもの反応をポジテ

ィブに捉えられるということは必ずしも機能的で

はなく，子どもの反応を適切に予測しながら機能

的な養育行動を遂行できるかどうかが重要である

と考えられる。そのため今後は，さまざまな認知

行動的特徴をもつ親の状態像も踏まえた子育て支

援にも焦点を当てる必要があると考えられる。
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